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１．はじめに
法務省の統計１）によれば、平成28年末の在

留外国人数（中長期在留者と特別永住者の計）
は238万2,822人であり、前年同時期と比較し
て15万633人（6.7%）増え、過去最高となった。
外国人の来日理由は多様である。とりわけ、
1980年代半ばからの国際化の動きや1990年の
出入国管理及び難民認定法改正を背景に、中国
帰国者や日系南米人などを始めとする「ニュー

カマー」が急増し、彼らの日本での定住化や家
族の移住・移民化が進んだ。その結果、今日日
本の公立の学校には、外国籍の両親をもつ外国
籍を有する児童生徒が在籍しているだけでな
く、さらには、日本国籍を持った、外国につな
がりをある児童生徒も存在するようになり、学
校内の児童生徒の多文化化がみられる。

文部科学省の調査によると、平成28年 5 月
1 日現在、公立学校に在籍している外国人児童
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生徒数は 8 万119人で、平成26年度調査と比
べて9.3％増加している。そのうち、公立学校に
在籍している日本語指導が必要な外国籍の児童
生徒数は 3 万4,335人で、前回（平成26年度調
査）と比べ17.6％増えているものの、うち日本
語指導等特別な指導を受けている者の割合は
76.9％にとどまっている２）。また、公立学校に
在籍している日本語指導が必要な日本国籍を有
する児童生徒数も9,612人おり、うち日本語指
導等特別な指導を受けている者の割合は74.3％
である３）。裏を返せば、日本国籍を有していな
がらも、あるいは、日本国籍を有しているがゆ
えに、日本語指導等特別な指導を受けられてい
ない子どもが25％程度存在するということで
ある。こうした状況からしても、学校において
外国人及び外国につながりをもつ子どもの学び
が十分に保障されているとは言い難い４）。

グローバル化の進展に伴い、外国人及び外国
にルーツのある子どもの教育の保障に対する問
題は日本だけにかぎらない。同じアジアに位置
する台湾でも同様の問題を抱えている。台湾の
場合、1990年代頃から、政府が1994年に打ち
出した台湾商人の東南アジアへの投資を奨励し
た「南向政策」の実施と1990年代からの深刻な
少子化傾向5）を背景として、中国大陸や東南ア
ジア諸国から結婚を目的に移住する「結婚移
民」が急増した。結婚移民として移住したのは
大半が女性で、彼女たちは結婚後に台湾家庭に
入り、出産や子育てを担うことになった。内務
省統計によると、1987年から2016年まで国際
結婚をした人数は52万 1 ,136人、そのうち中
国大陸出身者は35万309人（全体の67％）、そ
れ以外の国の出身者は17万827人（全体の
33％）である。それ以外の国の出身者のうち女

性の数は15万 2 ,817人に上り、国際結婚をし
て台湾に移住する人のほとんどが女性であるこ
とがわかる。出身国別にみると、東南アジア諸
国出身者が全体の93％を占める（表１）。

中国大陸からの結婚移民は言語環境や文化の
類似性から台湾での生活に比較的適応しやす
かったものの、東南アジア諸国からの結婚移民
はその言語や文化習慣の違いから台湾での生活
に馴染めない等の問題が2000年前後に顕在化
してきた。これに対して台湾政府は、中国語学
習の機会や就業能力訓練の機会など生活上の支
援を展開してきた６）。

結婚移民の増加及び問題の顕在化は、その家
庭における子どもの問題に繋がる。国際結婚に
よる子どもの数が増えた結果、父母のどちらか
一方が外国人である子どもが小学校に入学する
割合が増加している。教育部の統計では、国民
小学と国民中学に入学している結婚移民の家庭
の子どもの割合は、2006年の 8 万167人から
2016年には19万6178人（国民小学12万 2 ,847
人、国民中学 7 万5,894人）と10年間で 2 倍以
上に増えている。表 2 のとおり、2012～2013年
頃から全体としては減少傾向にあるものの、
2016年現在、国民小学校在籍者117万 3 ,882人の
1 割以上が結婚移民の家庭の子どもである７）。
新入生のうち、平均 9 ～10人に 1 人が結婚移民
の家庭の子どもという状況にまで至っている８）。

以下本稿では、海外から結婚を目的として台
湾に移住してきた人々（以下、本稿では特に断
らない限り、こうした人々を「新住民」と呼ぶ）
を親に持つ子ども、すなわち「新住民子女」に
対し、台湾政府がいかなる論理のもとで教育を
行っているのか、その現状と課題について考察
することを目的とする。まず、台湾における新

地域別 合計 ベトナム インドネシア タイ フィリピン カンボジア 日本 韓国 その他

地域全体合計 152,817 95,629 28,460 5,845 8,073 4,283 2,446 978 7,103

うち新北市 25,809 16,511 3,453 1,194 1,300 433 493 256 2,169

うち台北市 9,914 5,115 1,013 421 538 185 888 293 1,461

表１　台湾における結婚移民女性数（1987年1月～ 2016年12月までの累計）

出所：内政部移民署ウェブサイト「各縣市外裔、外籍配偶人數按性別及原屬國籍分」
 （http://www.immigration.gov.tw/ct.asp?xItem=1325434&ctNode=29699&mp=1）より作成。

単位：人
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住民及び新住民の子どもの位置づけを確認し、
その上で、新住民子女の教育に関する政策動向
を概観する。政策動向から、台湾政府がどのよ
うな論理で新住民子女の教育を実施しているの
かについて考察を行う。なお、日本国内には、
台湾の結婚移民の状況及び支援策に関する論考

（ウ2010）、新住民に対する母語教育教材の研
究（黄2016）があるが、新住民子女に対する教
育やその政策の展開に焦点を当てた論考は管見
の限りみられない。一方、海外には新住民子女
の母語教育政策に関する研究（葉2012、林・范
2015）などがあるものの、新住民子女教育につ
いての政府の意図や論理に着目して分析したも
のはみあたらない。

２．台湾における「新住民」とは？
　―「外籍配偶」から「新住民」へのことばの
　変化から―

新住民子女の教育について分析する前に、台
湾における「新住民」の位置づけを先に確認し
たい。上述のとおり、台湾政府は1994年に李登
輝政権で「南向政策」を開始し、現在は蔡英文
政権の下で2016年より「新南向政策」が実施さ
れている９）。当初の南向政策はアジア地域への
経済投資がメインであったが、新南向政策で
は、経済投資だけでなく、東南アジア地域との
文化・教育・人材面での交流を促進し、アセア
ン諸国や南アジアなどの国々と新たな経済共同
体意識を形成することにねらいがある。

90年代の南向政策では台湾と東南アジアの

経済交流が主たる目的であったが、交流が盛ん
になるにつれ、両地域の人的交流も進んだ。ウ
2010によると、1980年代頃から台湾の工業化
により農村の女性が都市に流出した結果、農村
男性の結婚難の問題が生じ、そこで目が向けら
れたのが東南アジア地域の女性であった。1990
年代に入ると都市部の台湾男性も東南アジア諸
国や中国地域で結婚相手を求める動きが活発に
なった。当時彼女ら結婚移民を示すことばとし
て用いられたのは「外国人花嫁」（原語：「外籍
新娘」）や「外籍配偶」だった。結婚移民として
台湾に移住した彼女たちは、嫁ぐために「買わ
れて来た」ケースもあった。彼女らは「商品」・

「モノ」として捉えられ、子どもが産めなければ
離婚されることもあり、また、彼女たちの多く
が経済的に貧しい地域の出身者であるため単純
に帰国するわけにもゆかず、そのまま滞在して
いた現状もみられた10）。

こうした状況が人権侵害に当たるとして「外
国人花嫁」ということばは次第に姿を消し、「外
籍配偶」や中国大陸からの結婚移民を指す「大
陸配偶」の語が2000年代頃から政策文書や法律
上の用語として用いられるようになった。しか
しこれらの語は、台湾人と婚姻をしているが、
いまだ台湾籍を取得していない人を便宜上指し
ているだけで、法律上の明確な規定はない11）。
「外籍配偶」や「大陸配偶」に代って2005年

頃からは「新移民」ということばが登場してい
る。その背景には、海外からの移住者を国籍や
婚姻関係といった法律関係上の枠組みで捉える

表２　結婚移民の家庭の子ども国民小学・中学の在籍者数の推移（2005-2016）

出所：台湾教育部統計處「新住民子女就讀國中小人數統計」（94学年度～ 105年度）。
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のではなく、台湾での生活やその生活上の保障
のあり方まで含めた対応が求められるように
なった背景がある12）。だが、「新移民」という
ことばも台湾では法律上の概念ではなく、行政
上の規則や教育計画において用いられているに
すぎない。また、新移民家庭の子どもに対して
用いられる「新台湾の子」という概念も、その
権利や義務に係る明確な規定はない。

さらに近年は、「外籍配偶」や「新移民」と
いう用語ではなく、「新住民」の語が多用され
ている13）。これは、早期から結婚移民に対する
生活適応教育や言語教育に取り組んできた新
北市14）で2008年より用いられている「新住民」
の語が全国的に普及したことによる15）。しかし
ながら、「新移民」と「新住民」の間にも、現在
明確な区別が存在するわけではない。

以上、台湾では、「新移民」、「新住民」、「新住
民子女」、「新台湾の子」といったことばの概念
規定が曖昧なまま多用されていた。このこと
は、国籍だけでは捉えられない、台湾社会の多
文化状況を例証しているといえる。さらに言え
ば、「移民」ではなく「住民」とすることによ
り、外国につながりのある人々を、台湾社会を
支える構成員としての位置づけを明確化するね
らいもうかがえる。

３�．外国籍の子どもと新住民の子どもの位置づ
けの違い

（１）九年国民教育の対象か否か
台湾では六三三制の学校制度が採用されてい

る。義務教育は 6 ～ 15歳の 9 年間で、 6 年間
の国民小学と 3 年間の国民中学からなり、「九
年国民教育」と呼ばれている16）。
「国民教育法」（1979年制定）の第 1 条には

「国民教育は中華民国憲法第158条の規定に基
づき、徳、智、体、群、美の五育が均衡的に発
達した健全な国民を養成することを宗旨とす
る」とその立法の根拠が説明されている。続け
て第 2 条では、「 6 歳から15歳の国民はすべ
て、国民教育を受けなければならない。この年
齢を過ぎて国民教育を受けていない国民は、国
民補習教育を受けなければならない。6 歳から
15歳の国民の入学義務（原語：国民之強迫入
学）については、別に法律をもってこれを定め

る。」とある。第 2 条に基づき制定された「強
制（原語：強迫）入学条例」（1944年制定、1982
年改正）の第 6 条では、「学齢にある国民の父
母あるいは後見人はその子女に教育を受けさ
せ、入学させる義務を有し、学校での教育だけ
でなく、家庭での教育を実施する。」とある。さ
らに、「教育基本法」（1999年制定）第 8 条で
は、「児童生徒・学生の学習権、教育を受ける権
利、心身及び人格の発達に対しては国家が保障
し、ならびに、体罰や侮辱行為などによって心
身に害を与える行為を受けさせない。国民教育
段階においては、保護者がその子女の教育に責
任を負い、ならびに、その子女の最善の福祉の
ために、法律に基づき教育を受けさせる方式、
内容を選択し、学校教育の事務に関わる権利を
有する。」と記されている。

このように台湾において義務教育の保障の対
象は「台湾籍（中華民国の国籍）」をもつ「国
民」であり、外国籍の子どもは対象とされてい
ない17）。台湾では、国籍取得において出生地主
義ではなく血統主義が採用されており、新住民
家庭において父親が台湾人である場合、母親が
外国籍であっても、その子どもは「台湾籍」を
有するケースがほとんどである。台湾籍を有す
る新住民家庭の子どもは、当然だが、義務教育
の対象として扱われている。

（２�）新住民家庭の子どもが幼少期に身につけ
ることば―「母語」の範囲の広がり—

新住民家庭の子どもが「台湾籍」を有し、義
務教育の保障の対象となっているにもかかわら
ず、義務教育学校に通う新住民の子どもたち
は、幼少期に接した文化と台湾のそれとの間に
葛藤を抱えることがある。その背景として、台
湾に多く見られる新住民家庭の東南アジア出身
の女性は、貧しい地域から嫁いだために家庭内
での地位が低い。中国語能力が十分でない場合
でも、家庭において自身の母国語を用いたり、
また、母国の文化に親しむことが難しい状況に
置かれている。このことから、子どもと母親と
の間にコミュニケーションの溝が生まれる場合
がある18）。さらに、台湾の経済的に裕福でない
新住民家庭の子どもは就学前まで台湾で両親と
共に暮らさず、親元を離れて台湾より物価の安
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い、母親の出身国である東南アジア諸国で祖父
母と生活しているケースもある。こうしたケー
スの場合、義務教育を受けるために小学校入学
前に台湾に戻ってきたさい、新住民家庭の子ど
もたちは入学後の学校生活や日常生活において
様々な問題を抱えることになる。例えば、▽台
湾文化への不適応、▽中国語理解の不十分さ、
▽幼い頃に身につけた言語（ここでは東南アジ
ア諸国の言語）や文化に対する葛藤、▽自らの
ルーツに対する不安やアイデンティティの揺ら
ぎ、などの問題が挙げられる。

新住民家庭の子どもが幼少期に身につける母
語（東南アジアの言語であるベトナム語やイン
ドネシア語）については、子どもたちのアイデ
ンティティ重視の観点から、後述するように、
彼らの母語教育の在り方が近年注目されてい
る。だが、それ以前に台湾では、少数民族など
先住民の言語や中国大陸からの移住者が用いる
客家語や閩南語を意味する「郷土言語」（原語：

「本土語」）を、学校教育の中でどのように位置
づけ、保障すべきかといった問題の議論があっ
た。

台湾における郷土言語教育は、1990年に台北
県の烏来国民中学・小学における先住民のタイ
ヤル族に対する週 2 時間の「母語」（タイヤル
語）教育が始まりとされる。その後2001年施行
の義務教育段階の九年一貫カリキュラムにおい
て、国語、英語のほか、郷土言語教育が単独科
目として設置され、小学 1 年次からの必修科目
として、閩南語、客家語、先住民（原住民）言
語のいずれかの言語を毎週 1 コマ学習するこ
とが義務づけられた（中学校では選択）。当時

「母語」とせずに「郷土言語」と称した理由につ
いては、菅野2012は教育部長の定義を引用し、

「郷土言語」と「母語」は決して同一ではなく、
郷土言語の学習の意義は、「郷土を熱愛する心
情」「郷土としての文化伝承」「異なる文化の尊
重」にあり、郷土としての台湾に対するアイデ
ンティティを高めるという教育の目的があった
と分析し、当時の中国重視から台湾重視へと転
じていった教育の「本土化」の影響の存在を指
摘 し て い る19）。 つ ま り、「 母 語 」（mother 
tongue）が「郷土言語」（native language）に
置き換えられ、閩南語・客家語・原住民語のみ

を台湾の土着言語とする認識が学校システムの
中で確立されていくことになった20）。つまり、
当時台湾に移住した新住民の人々及びその子ど
もの「母語」の扱いは問題として認識されてい
なかった。

しかし、2000年代に入ると海外からの結婚移
民が台湾に増え、それに伴い、父母のどちらか
一方が東南アジア諸国や中国大陸など海外から
の出身者である子ども、いわゆる「新台湾の子」
が増えてきた。こうした子どもたちが国民小学
の 1 割以上を占める状況を台湾政府も無視で
きなくなった。そこで、教育部は2004年頃より
新住民のための学習センターを自治体ごとに設
け、親の母国の文化や母語を学ぶための機会を
新住民家庭の子どもたちに提供したり、2009年
には彼らのために「母語継承コース」を開設す
る学校に対して財政援助を行う措置を講じるよ
うになった。東南アジアからの新住民の増加に
より、従来先住民語や客家語など指して用いて
いた「郷土言語」という概念には包摂されない

「母語」の扱いが問題として生じ、それへの対応
が教育場現で要請されることになったといえ
る。

こうした経緯を経て、後述するように2018
年より移行予定の新カリキュラムでは「新住民
語」が組み入れられ、国民小学校段階では、郷
土言語（本土語）及び新住民語（主として東南
アジアの言語）の学習が選択必修科目として位
置づけられることになったのである21）。

４．新住民子女教育の現状
（１）実施経緯―成人教育 22）から開始―

上記のような自身の母語や文化に対する問題
を抱えている新住民家庭の子どもに対する教育
について、台湾ではどのような取り組みが行わ
れているのだろうか。

新住民の教育に早くから取り組んでいたのは
台北県（現・新北市）である。台北県では、1990
年代頃から生涯教育センター内に生涯教育ガイ
ダンスチーム（原語：終身教育輔導団）を設け、
成人女性に対し「補習教育」として識字教育を
行ってきた。新住民の増加に伴い、2000年前後
にはその対象を広げ、台湾人の年配の成人女性
だけでなく、海外から嫁いできた若い外国人女
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性（台湾について知識のない、家事を担当して
いる、まだ出産していない女性）に対しても実
施するようになった。当初台湾人対象の識字教
育をねらいとしたものから新住民女性を対象と
するものへと移り変わるにつれ、台北県政府は
新たに「外国籍配偶者ガイダンスチーム」（原
語：「外籍配偶指導（輔導）組」）を設置し、学
校の校長や主任など学校の教師を指導者に当た
らせた。さらに2003年には 4 年間（2004～
2007年）の「台北県外国籍配偶者教育中期計画

（原語：台北県外籍配偶教育中程計画）を策定
し、中国語言語や生活適用のための学習の場を
新住民に提供した。なお、新住民を対象とした
中国語学習や生活適応のための学習は、現在で
も新北市内の小学校等に附設された国際文化セ
ンターで夜間開講されている。

新住民を対象とした中国語学習や台湾の文化
の教育を学校の教師が担当していたこともあ
り、その関心がしだいに新住民家庭の子どもに
向けられるようになった。2006年には「台北県
新住民子女に対する教育支援強化計画」（原
語：「台北県新住民子女教育輔導深耕計画」）と
呼ばれる、新住民子女を対象とする教育計画が
策定された。従来、習教育を受けている成人を
対象とした教材は台湾の文化・風習だけを扱う
ものだったが、同計画により、新住民の子女の
ための教材も新たに開発された。その教材は

『私たちは家族―国民小学多文化教材東南アジ
ア編―』（原語：『我們都是一家人―国民小学多
元文化教材東南亞編―』）と名付けられ、台湾社
会の中で新住民も台湾人も「みな一緒」という
ことを強調した内容となっている。小学校低学
年用、中学年用、高学年用に分けられ、生活文
化の学習と言語の学習の教材がそれぞれ作成さ
れた。同教材は新住民の子女の学力向上のため
のものというより、あくまでも台湾の文化の理
解、言語（中国語と母語）の学習ためのもので
あるとのことである23）。このほか、ベトナム語
やインドネシア語など東南アジアの 7 つの言
語で作成された絵本である『多元文化絵本』も
作成されている。

なお、こうした教材がどこまで活用されてい
るのかについて新北市政府教育局で尋ねたとこ
ろ、教材（絵本を含む）を各学校に 1 セットず

つ配付しているという24）。たしかに、新北市内
のA小学校には市政府から配付されていた教材
が配置された。しかし隣接の台北市の幼稚園に
勤務している教員たちはその存在すら知らず25）、
新住民子女教育に対する取り組みは地域によっ
てばらつきがあると考えられる。

（２�）教育部「外国籍及び大陸配偶子女教育支援
計画」（2004年制定）の策定

台北市の取り組みを踏まえつつ、教育部も
2004年に新住民及びその子どもに対して教育
支援を行うために、「外国籍及び大陸配偶者の
子女に対する教育支援計画」（原語：外籍及大陸
配偶子女教育補導計画）を策定し、本格的に新
住民及びその子女に対する教育に着手し始め
た。同計画の目的は、▽新住民子女のアイデン
ティティ、生活適応、学習適応能力の向上、▽
親教育カリキュラムによる子育て力の向上、▽
新住民及びその子女に多元文化の提供による、
多彩な国際文化の構築、▽父母の母語の学習を
通じた、外国語の習得と国家の国際競争力の向
上、である。具体的内容としては、相談活動、
親教育、多文化学習、中国語（華語）補習カリ
キュラム、多文化教材の編集、優良教材の選定、
母語継承カリキュラム、多文化絵本の作成に対
する財政的支援である。これにより、新住民及
びその子女が自らに関わりのある文化や母語に
ついて学ぶ機会が設けられ、また、その機会を
設けることが推奨されたことで、新住民及びそ
の子女の学びの機会が保障されただけでなく、
台湾人側の新住民の文化や言語に対する見方に
も変化が生じている26）。表 3 は2000年以降の
新住民子女教育に関する台湾政府の主な施策を
まとめたものである。

（３�）「全国新住民火炬計画」（全国新住民たいま
つプログラム）の実施（2012-2014）

2012年には、新住民子女に対する支援をさら
に一歩進めるかたちで、内政部（日本の総務
省・外務省に相当）は教育部や地方政府と協力
して「全国新住民たいまつプログラム」（2012
～ 2014年。原語：「全国新住民火炬計画」）を策
定し、新住民の母語の教育を一部の小学校（重
点小学校）の放課後や朝学習の中で実施するこ
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とを決定した。この重点小学校とは、新住民の
子どもが100人以上を占める学校、または、新
住民の子どもの割合が10分の 1 を占める学校
を指す。同計画の下で内政部と教育部は、ベト
ナム語、インドネシア語、タイ語、ミャンマー
語、カンボジア語といった 5 ヶ国語の言語学習
のための『新住民母語生活学習教材』を作成し、
重点校の新住民の子どもに対し、学校の裁量に
よって新住民（とりわけ母親）の母語の教育を
朝の自習時間（授業開始前の30分程度）や放課
後に実施するというものである。同教材を分析
した黄2016は、新たな教材が開発されたもの
の、あまり活用されていないと論じている。そ
の理由として、レッスンの会話内容の難しさ、
各学校の取り扱いの不均衡の問題、新住民の女
性（母親）を教師として授業を担当させること
においての質の問題、さらに、異文化に対する
配慮の不十分さといった文化学習の問題を指摘
している27）。

しかしながら、たいまつプログラムにより、
新住民言語に対する社会的関心が集まったこと

は確かであり、2014年に制定された新しい課程
要綱における新住民言語の導入（2018年より）
へと繋がっていったことを踏まえれば、同プロ
グラムはそのための布石を築いたともいえる。
なお、教育部も同プログラムの成果を評価的に
捉えている。

（４）課程綱要における「新住民語文」の導入
たいまつプログラムに一定の成果があったこ

とから、2014年に発表された2018年より移行
予定の新しい課程綱要の「語文」領域（日本の
国語に相当）では、「国語文」、「本土語文」（原
住民諸語、客家語、閩南語の 3 つ）、「新住民語
文（東南アジア言語文）」、「英語文」が扱われる
ことになった。これまでの課程綱要の「語文」
領域は、「本国語文」（国語と本土語（原住民語、
閩南語、客家語の総称）と「英語」に分かれ、

「本土語」は必修だったが、2018年より小学校
段階では、「本土語」か「新住民語」のどちらか
を子どもが自由に選択することが可能になる。
新住民語の中でも、ベトナム、インドネシアか

2003年 「教育優先区計画」　※社会的弱者への関心 内政部
2004年 「筹措専門照顧外籍配偶之基金」※10年間で30億元の予算措置 内政部
2004年 「弱勢跨国家庭子女教育処境与改進策略」 教育部

2004年 「外籍及大陸配偶子女教育輔導計画」 内政部

2005年 「発展新移民文化計画」（2005－2008）※移民学習センターの設置 教育部
2005年 「携手計画―課後扶助」 教育部
2007年 「新移民与多元文化計画」（2007－2012） 教育部

2009年

「新移民子女教育改進方案」
※財政支援項目の中に「華語（中国語）補習カリキュラムの実施」，「多
文化教材の編集，購入」「優れた多文化教育実践の選定事業」「母語継承
カリキュラムの実施」を新たに追加。

教育部

2009年 「国民及学前教育署補助国民中小学及幼兒園弱勢学生実施要点」 教育部

2009年 「教育部補助執行外籍及大陸配偶子女教育輔導計画（修正）」 教育部

2012年
「教育部国民及学前教育署補助執行外籍及大陸配偶子女教育輔導計画作業原
則」※2013年施行。前「教育部補助執行外籍及大陸配偶子女教育輔導計画作
業原則」

教育部

2012年 「全国新住民火炬計画」（2012-2014） 教育部

2014年 「十二年国民基本教育課程綱要総綱」※2018年より移行。 教育部
2015年 「新住民子女教育発展 5 年中期計画」 教育部

表３　2000年以降の新住民子女教育に関する台湾政府の主な施策

表注：※は施策にみられる特徴を示す。
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ら来る人が多いため二つの国の言語を重視して
いる。このほか、タイ、ミャンマー、カンボジ
ア、フィリピン、マレーシアの言語を視野に入
れており、 5 年以後、もし別の国の人口が増え
れば、将来的には扱う言語も増える可能性があ
る、という。そのため、カリキュラム上は「新
住民語」と記して幅を持たせており、どの国の
言語を扱うといった指定をしていないとのこと
である28）。表 4 は、2018年より移行予定の義務
教育段階（国民小学・国民中学）のカリキュラ
ムにおける「語文領域」（言語・文学の授業）の
週当たり時数を示したものである。

この科目導入のついては、「本土語」の取り扱
いとの関係の中で「母語」の定義についての議
論が再浮上した。「新住民語」は「母語」なの
か、それとも「外国語」なのかという意見の相
違である。現行のカリキュラムでは、高級中学

（日本の高校に相当）において東南アジア言語
は「第 2 外国語」として扱われているため「母
語」ではないとする意見と、新住民家庭では保
護者が東南アジア言語を使用している場合や、
新住民子女にとって東南アジア言語が就学前ま
で慣れ親しんだ言語であるため、「外国語」とは
言い切れないという意見の対立である。さら
に、本土語の教師からは、新住民語導入により
職場が奪われるといった批判もあった29）。今回

のカリキュラムをみると、結局のところ、国民
小学段階でのみ「本土語文」と「新住民語文」
の「選択必修」として位置づけられ、国民中学
段階では「選択科目」、高級中学段階では「第
2 外国語」としての扱いとなっている。

新しい課程綱要30）には本土語や新住民語の
授業を実施するにあたっての注意事項が、以下
のとおり記されている。▽国民小学段階で本土
語又は新住民語の授業を開講するにあたって
は、学生の実際の要求に基づき、閩南語、客家
語、原住民語、新住民語のいずれかを選択して
学習を行わせること、▽国民中学段階では、学
校は生徒がこれらの言語を選択する意向がある
かを調査し、意向があれば学校独自のカリキュ
ラム内で開講すること、▽学校独自のカリキュ
ラムで開講する場合、先住民の生徒の民族教育
の権利を保護するため、毎週 1 コマ以上は開講
し、学習の機会を提供すること、▽これらの言
語の科目は、休日、夏休み、冬休みに開講して
もよい、▽新住民語の授業は東南アジア言語を
主とし、多文化尊重と、異なる民族間の関係づ
くり（原語：增進族群関係）のために、学校は
専門性の高い教師を招へいし、新住民語の授業
を開設すること、▽本土語や新住民語の授業は
他の領域と結びつけて、領域を跨がるテーマを
設定してカリキュラムの中で実施すること、な

表４　国民小学・国民中学カリキュラムにおける週当たりの「語文」の時間数

出所：教育部2014「十二年国民基本教育課程綱要」，p.10を参考に筆者作成。

      
段階

学年  　  
領域　　　　　　　　

国民小学 国民中学

第１学習段階 第２学習段階 第３学習段階 第４学習段階

第１ 第２ 第３ 第４ 第５ 第６ 第７ 第８ 第９

教育部が定
め た 課 程

（学習領域
課程）

語文

国語文（６） 国語文（５） 国語文（５） 国語文（５）

本土語文／
新住民語文（１）

本土語文／
新住民語文（１）

本土語文／
新住民語文（１）

英語（１） 英語（２） 英語（３）

領域学習課程
の週当たりの
総時数

２０ ２５ ２６ ２９

学校課程
（弾力学習課程） ２～４ ３～６ ４ ～ ７ ３ ～ ６

週当たりの総時数 ２２～２４ ２８～３１ ３０～３３ ３２～３５
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どである。
このような改革の方向性が示されているが、

従来の先住民の言語を学ぶ時間を減らして新住
民語を入れることが、はたして台湾政府の掲げ
る「多文化尊重」の理念の実現に繋がるのかど
うか。先住民側からの反発が生じるのも容易に
想像できる。新住民の言語を「科目」として導
入することに、誰に、どのようなメリットがあ
るのか。新住民子女教育も新住民子女に対して
のみ行われているのか否かについて、以下に考
察していく。

５�．新住民子女に対する教育保障の在り方と今
後のゆくえ

（１）アイデンティティ重視か経済重視か
以上本稿では、新住民子女の教育について確

認し、地方政府の取り組みを踏まえ、中央と地
方政府がそれぞれ新住民子女の教育に関心を寄
せ、その保障に取り組んできた経緯が認められ
た。こうした取り組みの背景には、二つの方向
性があると考えられる。一つは、台湾文化を尊
重する流れから「本土語」が注目されたときと
同様、新住民子女の母語保障の側面がある。そ
こでは、社会的弱者への配慮、自らのルーツに
関わるアイデンティティの尊重が重視され、さ
らには、国際化に向けて、多文化社会や社会公
平といった理念の実現を目指して展開されてい
るといえる。教育部が発表した「新住民子女教
育発展 5 年中期計画」（2015）の策定理由を述
べた箇所にも、以下のとおり、新住民子女に対
する配慮や関心の高さが認められる。

「近年台湾では、出生率が低下しているとと
もに、グローバル化が進むにつれて人口移動
が頻繁になり、国際結婚が日増しに普遍化し
つつある。新住民が台湾に移入し、台湾社会
は未曾有の経験をしているだけでなく、とり
わけ、新住民子女の教育に対して関心が高ま
り、それへの対応に迫られている。台湾の人
口及び教育競争力に対する影響が出ることか
ら、ますます軽視できない。一部の新住民は
社会生活を営むスキルや適応能力において台
湾人に及ばず、かれらを社会の比較的低階層
にとどまらせていることが少なくなく、社会

保障上の支援を必要としている。言語や文化
の違い、生活や教育への適応の程度によっ
て、学習能力に差が生じる問題がみられる。
このため、政府及び学校は新住民及び新住民
の子女への指導や支援を適宜積極的に行うこ
とが必要である。
　このほか、近年、新住民子女の教育に関す
る議論は、どうすれば、彼らを台湾文化に溶
け込ませる支援ができるか、どうすれば新住
民子女の学習効果を引き上げることができる
のか、なにが学習効果を抑制しているのか、
といった問題が扱われることが多い。しかし
ながら、新住民子女が持っている優れた面を
さらに発達させることに対して、多元的な言
語学習環境や国境を越えた文化を背景に成長
してきた優れた面を含め、今まで以上に重視
することが求められる。（下線引用者）

こうした文言からは、たしかに台湾政府の新
住民子女の教育保障に対する高い関心がうかが
える。しかしその一方で、現在のカリキュラム
への新住民語導入の改革は、新住民の子女のア
イデンティティや人権というよりも、台湾社会
の経済発展など経済的側面も色濃くみられる。
例えば、2016年に新北市教育局が各学校に向け
て発表した「新住民語文課程実施計画」には、
その計画策定の目的として次のような記述があ
る。

１．�児童生徒のアセアン諸国に対する正しい認
識を引き起こし、アセアン諸国の言語に対
する学習の動機づけを高める。

２．�未来のアセアン諸国との経済・貿易に求め
られる言語の基礎づくりをし、児童生徒に
第二言語能力として東南アジア言語を用い
る能力を培う。（下線引用者）

以上のことから、台湾における外国につなが
りのある子どもに対する教育保障の論理には、
人権的側面と人的資源的側面の両面が看取でき
るのではないだろうか。しかし、新住民子女に
対する教育支援については、台湾社会において
新住民同様に「社会的弱者」とされる先住民か
らは批判的な見方もある。というのも、経済発
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展を支える人材として新住民への注目が集まる
につれ、先住民の子女に対する教育を受ける権
利やその保障が軽んじられるのではないかと
いった危惧を抱いていることによる。先住民の
子女に対する教育の権利を保障しつつ、新住民
の子女に対する支援をどのように展開するかが
新たな課題となっているといえる。

（２�）東南アジア諸国の言語・文化に対する偏見
の低減に向けて

2018年実施予定のカリキュラムでは本土語
と新住民語は子どもが自由に選択できることに
なっている。しかし、国立台北教育大学アセア
ン人材育成センターの准教授によれば31）、現場
の教師や校長の東南アジアの言語に対する価値
観、東南アジア文化に対する価値観が影響し
て、東南アジア言語を学びたいと思っている子
どもがいても、故意に新住民語クラスを開設し
ない場合もある。校長や教師が東南アジアの言
語を「外国語」と捉え、幼いうちからの外国語
学習は中国語学習の妨げになるため、台湾で生
活する以上は中国語学習が優先されるべきと考
えられているためである。こうした認識を改善
していく方策が必要であろう。

その手がかりの一つとして、新住民を「援助」
の対象ではなく、「エンパワーメント」（原語：
培力）の対象へと捉える新たな方向性があげら
れる。新住民子女教育の開始当初は、台湾人の
経済的に貧しい地域から結婚移民として渡台し
た新住民（とくに母親）対する偏見から、新住
民家庭の子どもたちも「新住民」であることを
知られたくなく、母語学習にも積極的でなかっ
た32）。それが政府の新南向政策の下で東南アジ
アへの社会的関心が高まり、また、中等教育段
階の生徒を対象に東南アジアでの企業研修や文
化体験を通じて両国の交流や経済発展に寄与す
る人材を育成する「昴揚計画」により、新住民
の子どもが自らのルーツに自信を持つことがで
きるようになる機会が増えつつある33）。新住民
子女自らがその文化的特徴を活かして活躍でき
る場を増やすことで、親の出身国の文化に対す
る評価に変化が生じる。新住民子女を支援の対
象としてのみ捉えるだけでなく、新住民子女自
身が自信を持って自己実現できるような教育を

どう展開するかも、今後の課題となっている。

６�．おわりに―多文化共生社会における子ども
の教育保障をどう展開するか―
本稿では、新住民家庭に暮らす子どもの教育

保障を中心に考察を行ってきた。結果、彼らは
「台湾籍」を有し義務教育の対象であるものの、
幼少期に台湾以外で暮らすケースも少なくな
く、小学校入学後において台湾での生活にとっ
て必要な中国語教育とアイデンティティ保持の
ための母語教育の双方の教育が必要とされ、政
府はその双方を学校で保障する取り組みを行っ
ていたことを確認した。教育課程にも教科目と
して「新住民語」を導入するなど、彼らの文化
の尊重、アイデンティティの保持を重視した改
革を進めていると捉えることができる。

たしかに、外国につながりのある子どもに対
する教育保障は人権的側面から尊重されている
と言えるが、一方で、台湾の今後の経済発展を
見据えた人材育成をねらいとして母語教育を
行っていた面も確認できた。その背景には、台
湾政府の少子化問題への対応とともに、南向政
策や新南向政策の下での東南アジアへの高い関
心から、将来東南アジア諸国との経済効果を前
提とした政策や論理が認められた。さらには、
新住民子女に対する教育保障が注目されるにつ
れ、これまで保障の主たる対象であった先住民
からの反発も生じていた。台湾において多文化
共生の問題は、新住民と台湾人との間だけでな
く、先住民との間の問題でもあり、問題は複雑
化している。こうした問題を処理できなけれ
ば、政府が目指す多文化共生や社会公平・公正
といった理念の実現は困難であるといえる。

このような課題はみられるものの、台湾で
は、新住民子女を「新台湾の子」として、台湾
の今後を担う人材として台湾社会の中で明確に
位置づけ、積極的に支援、保障すべき対象とし
て捉えられている。日本の場合、本論文の冒頭
で示したように、日本語指導が必要な日本国籍
を有する外国にルーツのある児童生徒のうち約
25％が、日本国籍を有しているために支援の対
象にはならず、特別な指導を受けられていな
い。台湾のように、外国にルーツのある台湾籍
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を有する子どもたちを、台湾社会にともに生き
る子どもとして捉え、国籍で排除の対象ではな
く、積極的に学校教育の中で位置づけ、教育を
支援していく在り方は、今後の日本の外国につ
ながりをもつ子どもへの就学保障や発達保障を
考える上で参考になるのではないだろうか。

しかし、台湾において新住民の子女といって
も、東南アジア諸国だけにかぎらず、欧米、日
本につながりのある子どもも存在する。近年は
こうした新住民家庭の間でも経済的格差が生じ
ている。本稿は、東南アジア諸国出身の新住民
家庭の台湾籍を有する子どもの置かれている現
状の分析にとどまってしまった。また、新住民
の保護者の出身国の文化や言語に対する認識が
その子どもに影響を与えることが予測される
が、その点を十分に分析することができなかっ
た。この点については今後の課題としたい。

【付記】
本研究は、科研費JP 16H03787の助成を受け

たものである。
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